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ソ連のエネルギー問題

士
口 田 文 和

はじめに

f1973年のオイル・ショヅグ以来， 社会主義圏をも巻き込んで，世界的にいわゆるエネ

ルギー危機が展開しているJ1)とLサ指請がなされている O しかし，社会主義国のエネルギ
ー問題についての学問的研究は従来必ずしも十分行われていない状況である。一般には，

ソ連の石油増産の困難や東欧諸国のエネルギー輸入用外貨支払の困難などが話題となって

いる。けれども，さらに立入って，ソ連・東欧圏のエネルギ一生産，科用状況を概観し，

そこにいかなる「社会主義j的特質がみられるのか，西側諸国と共通の問題がみられるの

か， ソ連・東歌にとってのエネルギー問題とはなにか，などを検討することは，世界のエ

ネノレギー問題の所在を多角的に明らかにするうえでの一環をなす作業であるとおもわれ

る。一般に流布している，ソ連は石油輪入国に転落するか，あるいは東欧諸国の対ソ依存

は増大するか，などのいわゆる「エネルギー情勢分析Jからさらにすすんだ検討が求めら

れている現段階である。

第 1章 ソ連におけるエネルギー利用の基本的特徴

今日， ソ連のエネノレギー問題が論じられるばあい， もっぱらその石油生産の動向に焦点

がしばられ，そこからソ連が数年後に石油純輸入国になる，あるいは東欧へのエネルギー

供給が困難となるという認めが出され，またこれへの批判3)も，石油をめぐって展開されて

いるのが大勢である O しかし，ソ連のエネルギ一問題の現在を分析するためには，アメリ

カや日本のエネノしギ一事情を分析するさし、行なわれるように，石油生産の動舟をもっぱら

論じてみても不十分であって，めんどうでも，ソ連におけるエネルギ一生産ち特徴，壁史

的経過，活費構造，エネルギ一政策の特数などを正確に把寵しておくことが必要である。

(1) エネルギー生産の特徴

まず，エネルギーの種類別味料の生産構造の特設をみると〔第 1表，第2表)，全体と

としてバランスがとれているが， 1960年にエネルギー源の過半を占めていた石炭の比率が

抵下し， 1970年代には石油が首位を占めているo とくに 1970年代後半からは石油と石炭

の停滞に対し， 天然、ガスの急増がみられる。また，発電は，火力 80.2%，水力 14.2%.

。岩尾裕絹「エネノレギ一致業，自立性喪失の軌跡J[fエコノミストJl1981年 3月10呂号.78ページ。
2)たとえば， Central Intelligence Agency's 0伍ceof Economic Research， The World Oil 

Nlarket in the Years Ahead， 1977，生出豊部訳『破昆への時刻表』電力新報社.1980年。
めたとえば， D. Park， Oil and Gas η Comecon Countries， London， Kogan Page， 1979. M. 1. 
Goldman， The Enigma 01 Soviet Petroleum， London， George Allen & Unwin， 1980. ドイ
ツ経演研究所 U80年代のソ連・東欧のエネルギー問題Jl1981年，国際資源問題研究会持。
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吉田文和

第 1 表エネルギーの需給パラ γス〈単位，標準燃料 1∞万ト~)

一一一当 1960I 1965 I 1970 I 1975 1976 [ 1釘7[郎8I 1979 
全資源 836.6 I 1121. 5 13'回 811胤419話。 19叩 ~I 蹴;2.1 2109.8 

1221. 8 I 1571. 3 I 1649. 3 I 1726. 5 I 1790. 3 1852. 7 

水力発電量 6.3! 10.0 15.3 I 15.5 I 16.7 I 18.1 I 20.9 21. 2 

14.1 I 36.5 I 34.3 I 33.6 I 35.0 26.3 

その抱資源 32.7I 35.5 36. 5 I 42. 8 I 43. 6 I 44. 8 I 46. 9 48.1 

年初構蓄 94.0i 100.3 161. 5 

費|蹴 5111216 1990.7 2062.1 2109.8 

圏内消費 678.0 I 897. 8 1117.9 I 1412.2 I 1496.8 1523.0 1594.3 1629.3 

電力・熱エネノレギ一生産用 221. 2 I 339. 8 458.2 I 613.5 I 642.8 651.2 674.4 696.9 

工業用その能(ロス含〉 456.8 558.0 659.1 I 798.7 i 854.0 871. 8 919.9 932.4 
輪 出 59.8 116. 7 167. 6 I 238. 9 i 273. 5 298. 7 306. 3 I 314. 1 

~~~:; I邸 4年 末 錆 蓄 98. 7 107.0 169.0 

(出所) UCY CCCP， HapO.llHOe X03必 CTBOCCCP B 1979 r. MocKBa {CTaTHcTHKa) 1980， 
CTp.57. 

第2表種類慰燃料の生産構造(構成比%)

よ¥|主霊21票 油 i天然ガス|石 炭 j泥 炭 l油母頁岩!薪 材

1960 100.0 30.5 7.9 53.9 2.9 O. 7 4. 1 

1965 1∞.0 35.8 15.5 42. 7 1.7 0.8 3.5 

1970 100.0 41. 1 19. 1 35.4 1.5 O. 7 2.2 

1975 100.0 44. 7 21.8 30.0 1.2 O. 7 1.6 

1976 100.0 45.0 23.1 29.0 O. 7 O. 7 1.5 

1977 100.0 45.2 23. 7 28.2 0.8 O. 7 1.4 

1978 1∞.0 45. 7 24.6 27.2 0.5 0.6 1.4 

1979 100.0 45.2 26.0 26. 1 O. 7 O. 7 1.3 

(出所〉 第 1表と同じ。 CTp.170. 

原子力 5.6%(1980年〉であるの。 したがって，ー題検討を要する論点として， ソ連にお

ける主要エネルギー源の石炭から石油への転換，石炭の減産，石油の序帯，天熱ガスの急

増，原子力の位置づけなどがうかびあがってくる。

(2) エネルギー消費の特徴

エネルギー消費の特設は，電力としての利用が約3分の 1を占め，部門別にみると商業

4) {3KOHOMHQeαaH ra3eTa}地 12，1981， CTp. 2. 

ところで，ソ連では各種の一次エネルギーを共通の単位で表現するため標準撚料を尺震として告を

用している。標準撚料はキログラム当たり 7000キロカリーの熱量をもつものとされており， 各種
エネノレギーに対する換算率はつぎのとおりである。

原 油 1トン 標準撚料

天然ガス 10立方メートルク
石 炭 1トン ク

祷 炭 1トン ク

オイルシエール 1トシ ク

〈石炭は 1970年以降0.780トン〉

1. 430トン
1. 190トン
0.820トユ/
0.420トン
0.325トシ

く出所) R. E. Ebel， Communist Trade in Oil and Gas， New York， Praeger， 1970， p. xix. 
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部門，運輸部門の比率は低L、。このことは，円動車などの石油消費が少いことを示してい

ると同時に，産業全体にエネルギー損失が多く，エネルギ一生産部門のエネルギ一泊費が

多いなどのエネルギー消費上の欠点のあらわれでもある O 火力発電所の燃料消費は，石炭

43.5%，重治 27.1%， 天然ガス 22.0% (1975年〕でへ アメリカよりも電力用の液体撃さ

料の比率は高Lmo

ソ連独得のものは寒冷地と L、う気候的条件のために，発電のさいの黙を暖房に利用する

ことがすすんでおり，温熱俳給発電所が3分の 1にのぼっていることであるη。 これによ

ってエネルギーを節約し，大気汚染を減らすことができる。燃料)]1]に用途をみると，石油

では工業炉用重油が全体の 45%で第 1f立を占め (1975年)8)，石炭では電力用 52%， コー

クス・ガス用 31%めである。 また， 農業用のディーどノレ{[!l消費の高さ〈ディーゼソレ治中

35.7%) もみのがせない1830

(3) エネルギー利用の地域構造

広大な領土に影大なエネルギー資源が分散しているソ連では，地域ごとのエネルギー採

掘費用の相違，エネノレギ一利用地践とエネルギ一生産地との距離(エネルギ一輪送〉が独

自に問題となる O とくに工業が集中しているヨーロッバ部でエネルギー採取が十分でき

ず， シベヲア部にエネノレギー採耳元地が集中し， 1980年にはヨーロッバ部ではエネノレギー

採取 36%に対し，エネルギー消費 75%であり，シベリア部では， エネルギー採取 64%に

対し，エネルギー消費 25%であるという 1130 このため，ソ連のエネルギー問題とは，エネ

ノレギーの配置と輸送の問題で忘る 12)といっても上 L、ほどで 石油と天然ガスはノミイプライ

ン建設，石炭は鉄道建設，電力は高圧送電体系へ，エネルギー採取部門をしのぐ投資が必

要となるのである。

そして，地域ごとに各種エネルギーの採取費用が異なっているので，地域ごとのエネル

ギー稿格の設定の問題が生れ，環境問題への配慮もあって，同じ火力発電でも，ヨーロッ

ハ部では石油，天紫、ガスの比率が高く，シベリア部では石炭の比率が高いという，地域別

のエネルギー活費構造の和違が出てくる。 1975年の資料では，ボノレガ地域の火力発電の

55.6だが石油であるのに対して，題東地域では 99.0%が石炭で、ある O まずこ，中央シベロア

部では水力発電が 47.3%の高率となっている問。

5) C.兄T予oS，TOnJlIlBHO・3HepreTII可eCKII晶KOMnJleKc{9KOHOMII4eCKa兄ra3eTa)N2. 10， 1980， CTp. 10. 
F ソ連東欧経済速報~ No. 475， 1980年の抄訳参照。
6) R. ¥V. Campbell， Soviet Energy Balances， Rand， 1978， Summary. 

7) B. n. KOpbITHIIKOB， nOKa3aTeJlIl TenJl09JleKTpou.eHTpaJle註HacOBpeMeHHoM :nane {9JleKT-
pIl4eCKHe CTaH閉めN2.8， 1977. CTp. 15. 
8) R. ¥V. Campbell， op. cit.， p. 98， Table B ・6.
9) R. ¥V. Campbell， op. cit.， p. 99. 
10) B. Boponaesa， C. JIIITBaK， 0 TOnJlIlBH03HepreTII可eCKOM6aJlaHCe CCCP {BeCTHIIK CTaTII-
CTIIKII) N2. 1， 1978. CTp. 9. Tao .. mu.a 5. 

11) A. HeKpacoB， OCHoBHble HanpaBJleHII匁 pau.I10HaλbHoroI1CnOJlb30BaHI怒沼 3KOHOMIIII3Hepro-
pecypcoB {nJIaHOBOe X03匁負CTBO)N2. 5， 1978， CTp. 74. 
12) L. Dienes， T. Shabad， The Soviet Energy System: Resource Use and Policies， Washington， 
V. H. Winston & Sons， 1979， p. 287. 
13) nO.lI. pe.lI.. A. M. HeKpacoBaH， M. r. repByxm組事 3HepreTHKaCCCP B 1976-1980 ro江ax，
MOCKBa {9Heprm(} 1977， CTp. 153， 165. 
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(4) エネルギー資源と外国葉易

ソ連のエネノレギ一利用わいま一つの特徴は，採取されたエネノレギー資源の約15%を輸出

にむけ，その輪出金額に占める割合が5割をこし (1979年)，これが増大する額向にあり，

ソ連にとってはエネルギーが西側の外貨入手の貴重な源泉になっているという事情であ

る。ソ連はこれと交換に西艇の穀物と技術を輸入するというソ連の貿易構造と産業水準の

問題でもある。また，別稿でくわしく検討するように ソ達は東欧諸冨へのエネルギー供

給冒としての役割をも担っている。このように，ソ連のエネルギー採取は，第一に国内自

給エネルギー消費を満すのみならず 第二に東歌諸国への供給責任をはたし，第三に西側

諸国との貿易の貴重な外貨獲得源であるとし、う追加的役製を担わなければならないという

特質をもっているのである。

(5) ソ連におけ否エネルギー利用の「社会主義的特質」

エネルギーは，たんなる物理的事在ではない。エネルギーを採取・利用する労働手段と

産業の発達なくして エネノレギーは採取・利用されえなし、。しかし逆にその労鶴手設と産

業が存在しても，潜在的なエネルギー資源が存在しな〈ては エネルギーを採取・利用で

きないことも事実である。したがって ソ連が沼ロシアからうけついだその膨大な潜在的

エネルギー資源の配置，そして人口の分布と産業の発達は， ソ連におけるエネルギ一利用

を第一義的に規定しているのであるo このことは これまで検討してきた4項呂の特徴に

ついてみられるが，とくに「エネルギ一利用の地域構造jにおけるエネルギーの配霊と輪

送の問題， rエネノレギー資源と外国貿易」における外貨獲得課としてのエネノレギーの問題
などによく示されている。

社会主義革命後のソ連のエネノレギ一利用は これらの条件のもとですすめられているO

そのさい利用の「社会主義的特費jはどのようなところにあらわれているのであろうか。

これまでみたところから指摘できるのは①電化の重視，窃石炭の温存，③温熱併給発電

所，④公共鉄道機関の重視，⑤原料としての石油の重課，などを通じてあらわれている，

エネルギーの効率的有効利用であり，これらは社会主義計画経済の擾位性を示していると

いってよいであろう。

しかし，こうした擾位性にもかかわらず，のちにくわしく検討するように資本主義国と

くらべても産業上のエネルギー浪費が多くみられ，また主要エネルギー源も石炭から石油

へ転換し，石炭は減産額向，石油は停滞傾向にあり，天然、ガスと原子力発電の位置が急速

に高まろうとしている。そして，旧来のエネノレギー採取地がシベリア部に移行するなか

で，エネ/レギー開発のための巨額の投資と費用上昇としづ悪条件のもとで，自圏内の供給

確保，東欧諸国への供絵責任，西側への輸出という三つの要請をうけて，エネルギーの量

的確保とし、う重大な課題に室面しているのである。

第 2章ソ連の石炭

(1) ソ達石炭産業の動向

ソ連の石炭生産は， 2年連続で減産を記録した。すなわち， 1978年の 7，236偉トンが
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第3表 ソ連地域別石茨埋蔵量
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〈出買わ B. A. llleJIeCT， PerHOHaJIbHble 3Hepr03KOHOMHQeCKHe np06JIeM日 CCCP，MOCKa， 
{HayKa) 1975， CTp. 113-126を CentralIntelligence Agency， USSR: Coal Indus-
try， Problems and Prostects， 1980， p. 6， Table 2 ~こもとづいて補足。
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第4表主要炭田部の出炭計画と実績 (100万トY')
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1979年には 7.19罷トン，さらに 1980年に 7.16億トンとなった。 もちろんこれは石炭増

産を目標としたにもかかわらず，目標未達成におわった結果で、ある。 1960年代に多くの資

本主義菌が炭田を放棄して，石油へ主要エネノレギー源を転換したなかにあって， ソ連は石

炭資源を温存する政策をとった。そして，最近の石油の逼迫と L、う状況のもとで，石炭を

エネノレギー源として一層重視しているにもかかわらず なぜ‘石炭が減産額向にあるか，こ

れが問題の焦点である。

まず，石炭の埋歳量は，第3表のごとく，総計で300年以上の採掘にたえうるものであ

り，とくにシベザア部の炭田は露天握で膨大な石炭を採掘できる。しかし，これまでの主

力をなしてきたヨーロッパ部のドネツ炭田は深部化がすすみ，採掘条件が悪化してきてい

る。各炭田ごとの生産実績を示した第4表から明らかなように，主力のドネツ炭田の減産

が全体の減産の一大要国となって，也のシベリア部の炭田の増産がそれを埋め合わすこと

ができない水準である。

弘上のようなソ連石炭産業の不振の京国について， ソ連舗では，①炭層の深部化とそれ
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第5蓑 一次エネノレギーへの投資額〈対比価務〉 (100万ループノレ〉

エヘ¥l投資総額 石 炭 石 油 天然ガス

1965 4111 (1∞.0) 1426 (34. 7) 2070 (印.4) 615 く15.0)

1970 5109 (100.0) 1541 (30.2) 2527 (49.5) 1041 (20.4) 

1971 5505 (1∞.0) 1624 (29.5) 2759 (50. 1) 1122 (20.4) 

1972 5945 (1∞.0) 1713 (28.8) 3003 (50.5) 1229 (20.7) 

1973 6305 (1∞.0) 1743 (27.6) 3080 (48.9) 1482 (23.5) 

1974 6957 (100. 0) 1728 (24.8) 3491 (50.2) 1738 (25.0) 

1975 7410 (100.0) 1759 (23.7) 3853 (52.0) 1798 (24.3) 

1976 7648 (100.0) 1747 (22.8) 4066 く53.2) 1835 (24.0) 

1977 8382 (100.0) 1848 (22.1) 4503 (53. 7) 2031 く24.2)

1978 9515 (100. 0) 2035 (21. 4) 5270 (55.4) 2210 (23.2) 

1979 9900 (100.0) 2020 (20.4) 5860 (59.2) 2020 (20.4) 

く出所〉 詩句o.n;HoeX03戚 CTDOCCCP B 1975 r. CTp.508， B 1978 r. CTp. 344， B 1979 r. CTp.368. 

に対応した技術開発の遅れ14) ②新坑開発の遅れ，技術的再装儲の遅れ15) ③労働力の不

足1め，④投資の分散化17)などをるげているo ソ連の各種一次エネノレギーへの投資は，

1970年代に入って石油産業への投資が退半を占めている。石炭産業への投資は椙対的に低

下して， 20%台にとどまり， 1973， 1974， 1979年は絶対額においても低下した〈第5表)。

このように，計画当患による石炭産業の位置づけが低下しているのは，短期的にみて投資

効果が期待できない石炭産業よりも，当面の投資効果があり，輪出用として重要な石油産

業を重視したためであると考えられる。問題を沼来のドネツ炭田などにおける減産傾向と

シベリア部の炭田における増産とに区分し，記者から検討しよう。

(2) ドネツ炭田の減産

ソ連石炭産業の不振についてくわしく分析した調査，アメリカ中央構報局 Fソ連の石炭

産業一一問題と展望.Jj18)は， ドネツ炭田における新規開発の遅れを重視し， 新規開発分の

4分の 3が旧炭坑の減耗分に相当すると計算している 19)。そして，他産業と同様の未完成

建設額が膨大で 1978年の 28龍ノレーブノレは石炭への年間投資額を上回り 20とこれは薪炭田

の生産高 4700万トン分に当るという。また投資の分散化が薪炭田の開発を遅らせている

と強調している2130

とくにドネツ泉田の停滞について，この調査は，①採炭条件の悪化，②労働力の不足，

14) JI. MeJIbHHKOB，立laxTepaMHa.n;e抵HyIOTexHHKy {Tpy域 9，1J.eKa6p完 1979，CTp. 2. 

15) B. 11.瓦OJIrHX，DOBblwaTb ypoBeHb pyKoBo.n;cTBa rrpe.n;rrpi問THHMHTOUJIHBHO・9HepreTH可e-
CKoro KOMUJIeKCa <:naPTH諮問先況H3Hb}地.1， 1980， CTp. 18. B. nOUOB， Ky3HeUKH員 6apHaHT
〈口paB瓦a)25 aBrycra 1978. crp. 2. 
16) A. EOralJyK， Tpy.n;eH UyTb K MHJIJIHOHaM <:口paB.n;a}5 .HHBap兄 1979，CTp. 2. 
17) B， npoKymeB， KaHcKo・A可HHCKH負TOrrJIHBHbI詮《口paB.n;a}22， 23， MapTa 1979. CTp. 2. 
18) Central Intelligence Agency， USSR: Coal Industry Problems and Prospects， 1980. 
19) Ibid.， p. 5. 
20) Ibid.， p. 3. 
21) Ibid.， p. 5， rソ連の石炭工業不援の背景JIiソ連東欧貿易会読査丹報~ 1980年 11月号. 4"'-'6ベー
タも詞様の指摘を Lている。
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第 6表切羽当り出炭の推移くトシ〉

一一一一、 年 1975 1976 I 1977 I 1978 炭田 ¥九¥¥__1 .J..ZJlv .l..:JIU  .1.;:7， 1 

全 ソ 454 467 I 4ω444  

ウクライナ 394 402 390 370 

ドネツ 393 400 387 366 

クズネック 481 502 509 510 

カラカ γ ダ 876 900 876 876 

モスクワ 584 608 604 576 

〈出所) E. H. POiKqeHKO， 0 HeKOTOpl:五xBOIIpOCaX pa3BHTHH 
IIO.ll3eMHOro CIIOCOOa .llOObI顎 yrJIH {Y rOJI心地.8，
1979， CTp. 5， TaOJIHua 1. 

③減耗の増大を指擁しているmo①採炭条件の悪化とは，深部北，炭層，メタンガスなど

の面についてみられるo 1977年の平均深度は 566メートノレで，15年間に 2倍化し， 1980年

?こは630メートル， 1985年には 750メートんになるという 2330 ドネツ炭田の炭君厚の平均

は 1977年に0.9メートノレで 10年前より 25%減少し，しかも額斜のため機械化が国難で，

ドネツ炭田の長壁式採炭の約2分の lが 0.7メートノレ以下の炭晋である 2430 そして深部化

によって高濃度のメタンガスが出て，排気装置に費用がかかる。こうして， ドネツ炭田は

ソ連全体の 55%の茨坑労{勢力で 30%を生産したのみで，平均の 2分の 1の生産性にとど

まって，それも低下している 25)(第§表参照)。②の労{勢力不足とは，労働条件の悪い炭坑

に労働力をひきつけるために， 1976年から労働時間を遺 30時間に減らしたが，それを埋

め合わせるだけの労働力の増加がないとし寸問題である2830 ③の新規開発が減耗に間に合

わないとは， ドネツ炭田において 1979年の新規開発が年 150万トン分に対L， 年 200万

トン分を減産したという 27)。

以上みてきたように， ソ連側の分析も，アメリカの謂査も一様に指構しているのは，採

炭条件の悪化，減耗〈老朽化)炭田の増大のもとで，新規炭田の開発が遅れているという

問題であり，ここに採掘産業の特殊詮があらわれているO 一般に，採掘産業試，地中の鉱

物を採掘して地上に運搬してくる産業であり，つねに労働対象が「消尽」していくもの

で，同ーの生産水準を錐持するためにもたえず更新投資が必要となる。この点は，他の工

業と決定的に異なち， しかも稼行年数が百年以上におよぶ石炭産業では一層重要性をおび

てくるのである2S30

(3) シベワア部炭自開発の問題点

ドネツ炭田などの減産に対して，増産が期待できるシベリア部の炭田は埋蔑量も多く，

22) Ibid.， p. 6. 
23) Ibid.， p. 6. 

24) H. 11.瓦pe詰，日OBa匁 TeXHOJIOn羽 MexaHH3M pOBaHHo良 BbIOOpKHIIOpOえbI Ha rnaXTax OO'b・
江区HeHH匁《互oHeUKyrOJIb}，{YrOJIb}地.6， 1979， CTp. 51. 
25) Central lntelligence Agency， op. cit.， p. 8. 
26) Ibid.， p. 8. 

2フ)Ibid.， p. 9. 
28)拙稿「石農産業における労働過程と労働手段J，北海道大学『経宮学研究J第 31巻第 1号， 1981年。
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第7表 各炭田からの輪送費く標準石炭1トγ当りノレープノレ〉

炭田 輪三地|
ド 不 ツ

ク ズ ネ ツ ク

エキバストウズ

カYスク・アチγスク

レニユノグ

ラード

25.2 

21. 0 

モスクワ ゴーリキ

22.0 

20.4 18.1 

18.6 

ウリヤノ
フスク

17. 1 

14. 1 

18.0 

スベドノレ
ブスク

13.3 

10.1 

13.0 

ノポジピ
ジスク

9.2 

8.0 

〈出所〉 兄.Ma30Bep， Pa3MemeHHe TOnJIHBO.llOOhIBaIOIUe設 npOMblIIlJIeHHOCTH{nJIaHOBOe 

X03克義CTBO)ぬ 11，1977， CTp. 146， TaôJIHI.~a 2. 

露天揺が可能のため (1979年の全ソ石炭生産量中，露天掘は 14.7%)29)，採掘費用も怪し、0

1977年時点で標準石炭 1 トン当ち〈採掘費用ノレーブノレ)を詑較すると， ドネツ 17.7， グ

ズネック(露天据) 9.0，モスクワ 25.0，カラカンダ 13.0，エキバストウズ(露天据)2.5， 

カンスク・アチンスク(露天据)2.9である3930 エキバストウズ炭など立輪送費を入れて

もドネツ炭土り安くなる〈第7表)。 しかし，シベヲア炭に法， のちにみられるようなイ

ンフラストラクチュア投資や労働力対策の追加的費患が必要であるが，これは加算されて

し、なし、31)。

シベリア炭の利用にとって決定的なのは，石炭〈電力)輸送の問題であり，さらにシベ

ザアの低品位炭をj庭やす大規模ボイラーの開発であるS230輸送には①産炭地に大火力発

電所をつくり高圧送電する方、法と，②鉄道輸送の方法とがある。ヨーロヅパ部までエキバ

ストウズから 2400キロメートル， カンスク・アチンスグから 3500キロメートノレあり，現

在 1500キロボルト{士 750キロボルト)の高圧送電技術を開発中であるが，これでも送電

損失が 15%あり， 1978年からはじめられたエキパストウズ一一ーモスグワ線は 1987-88年

以降にならないと完成しない3330 カンスク・アチンスクから送電できる 2400"-'2500キロ

ボルト{士 1200........1250キロボルト〉の技備は今世紀中には完成できず，このためゴスプラ

ンは，シベヲアからの送電は， ヨーロッパ部が原子力によっても満たされないばあいにの

み費用上正当化されると決定したという Sの。これによれば，シベザア炭からの電力はウラ

ノレとシベヲアでのみ使用されることになるS530

石炭の鉄道輸送に立大きな投資が必要である。現在，グズネックとエキバストウズからウ

ラノレの発電所への輸送が複線鉄道で、年 10000万トン行なわれているが，過大負担となって

おり各種鉄道の完成，複線化によって 1985年までに 14000"-'15000万トン水準にすること

を計画している問。カンスグ・アチンスク炭の大規模な鉄道輪送の計画は明確ではなし、37L

29) M. H.立la.llOB，COBepIIleHCTBoBaHfIe TeXHHKH H TeXHOJIOrHH pa3paooTKH yrOJIbHblX MeCTO・
pOA.lleHH詰 OTKpblTblMcnocoooM {YrOJIb)地.1， 1981， CTp. 4. 

30) A. A. TpOIUI.KH誼， OCHOBHI:五eHarrpaBJIeHH兄 9JIeKTp09HepreT琵KHB yCJIOBHHX nepcneKTHBHoro 
TOnJIHBHOrO 6a.naHca {3JIeKTpH'IeCKHe CTaHII.HH)地.12， 1978， CTp. 13， TaOJIHII.a 2. 

31) Central lntelligence Agency， 0)う.cit.， p. 11. 
32) Ibid.， p. 11. 

33) C03.llaHHe 9KHoacTy3cKoro TOrrJIHBHO・9HepreTH'IHCKOrOKOMnJIeKCa {日3BeCTH匁)29 arrpeJI兄
1977， CTp. 2. 

34) A. A. TpOHII.H長.yKa3. CO立， CTp. 14. 

35) Central Intelligence Agency， op. cit.， p. 12. 
36) Ibid.， p. 13. 
37) Ibid.， p. 14. 
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低品位炭用の大規模ボイラー開発はエキバストウズ炭用は開発されたが，カンスク・アチ

ンスク炭用は高灰分問題のため未開発でお)これが発電所建設を遅らせ，ひいては炭自開

発を停滞させている紛。

主要炭田の動向をみると，原料炭の 3分の 2を出炭しているクズネック炭田法 1975年

以降停帯傾向にあるO これは新坑開発の遅れ4の，労働力の不足，インフラストラクチュア

投資の遅れ41)などに京国がある。露天掘のエキバストウズ炭田の大増産を要請されて，

1980年の 72∞万トンから 1985年には 10500万トンを計画している。しかし，露天据炭の

ため選炭強化の必要がある42)0 5カ所の発電所が計画されているけれども，労{動手段の供

給が遅れて，インフラストラクチュア不足と労働力不足がおきているので，出炭計画は未

達成におわっている紛。ソ連最大の埋蔵量をもっカンスク・アチンスク炭田はシベリア鉄

道にそって炭層があり，イ也のロシア共和国の炭田の 2分の 1の採掘費用で8カ所の発電所

が計画されている4430 しかし資金と労働力の不足のうえに，投資が分散して開発は停滞し

ている。たとえば，ベリョゾウ(第工)露天据場では 1979年に 35000万ルーブル必要なと

ころに 200万ルーブノレしか配分されていないとし、う4530

シベリア部での露天据は機械化による低費用で採掘できるけれども問題点も多L、。すで

にのベた上うに，灰分の高い{足品費炭を燥焼できる大規模ボイラーの開発が必要となる。

ロータリ一式の採掘機械は炭層の選択的採掘が不可能で，そのため選炭の強化が必要とな

る。しかし石炭産業割であまワ関心を示していないという 4的。この原因は，石炭の品質に

かかわりなく露天掘の生産量に対して報奨が支払われるというノルマ計算方式にあるとい

う指摘がされている灯、また露天掘は土地に被害を与え， 1月のあばたJをつくるので，

土地回復の事業が必要である的。この{也， 1天分の高い石炭を火力発電所で捻読させるため

におきる大気汚染問題も看過できなL、49)。

(4)小 括

これまでシベザア部炭田の増産が許画通り進んでいない原因を検討してきた。巨大な資

金と労働力が必要なところへ不十分な資材，資金，労働力しか供給されておらず， しかも

インフラストラクチュア投資も遅れているという，他のシベリア開発と共通の問題に起菌

38) M. npolJ，aJIo， HaryTH K oKeaHy 9HeprHH {COlJ，HaJIHCTUlJ.eCKa完加えyCTpH兄)19 HO匁6戸 1977，
CTp.2. 

39) Central Intelligence Agency，。ρ.cit.， p. 14. 
40) B. 11. JIeHHH H pa3BHTHe yroλbHO設npOMbI国高eHHOCTH(Y ro五b)N2. 4. 1980， CTp. 4. 
41) Central Intelligence Agency，。ρ.cit.， p. 16. 
42) Ibid.， p. 15. 
43) 3KH6acTy3: BbIXO瓦 Hapy6e)K (KOMCOMOJlbCKa匁 npaB)J.a)11 ceHT完6p兎 1979.CTp. 2. 

44) CTapT KaT9Ka (3KoHOMHKa H opraHH3alJ，H冗 npOMbIllIJIeHHOrO npoH3Bo)J.CTB砂地.1， 1977， 
CTp. 18-22. 

45) B.口予OKy田eB，KaHcKo-A可HHCKH註TOnJIHBHbI員《口paBえa)22， 23， Ma手Ta1979， CTp. 2. 

46) C. Kyp)Ke払 YrOJlb9KH6acTy3a (TIpaB)J.a) 1 MapTa 1979， CTp. 3. 

47) JI. Kafl6bI盟eBa，YrOJlb， a He ropHT (l13BecTH兄)24 anpeλ匁 1980，CTp. 2. 
48) A. EOraqYK， K 3eMλe nO-X03完負CKH(TIpaB)J.a) 20 )J.eKa6p兄 1978.CTp. 2. 

49)江K.Ka3aKoB， 113MeHeH51 B cTpyKType apeaJIOB B03)J.eHcTBHH TenJlOBbIX 9JleKTpOCTaHlJ，H員
{BeCTHHK MOCKOBCKoro yHHBepcHTeTa， cepHH・reorpa中日兄》泌.4. 1977， CTp. 77-81. 
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していることが示されたで、あろう。さきにみたように， ドネツ炭田減産の原因は，採炭条

件の悪化，減耗(老朽化)炭田の増加に対して，新規炭田の開発が後手にまわった結果で、

あった。したがって，シベリア蔀炭田の増産停滞の原因とあわせて考察すると，つまると

ころ， ソ連経済に一般的な講造的問題〈成長鈍化， シベリア開発の経務的負担〉のもと

で，計画当局が当面，エネルギー産業のなかで石炭産業の位置づけを能の石油，天然、ガス

よりも事実上低くしたというところにあるようにおもわれる。これは短期的にみて投資効

果が期待できない石炭童業よちも当語投資効果があり，輪出用として重要な石治産業，天

黙ガス産業を重視したためであると考えられるのである。

第3章ソ連の石油

(1) ソ連石油産業の動向
ソ連の石油生産は近年停滞額向にあり， 1980年の生産量603∞万トンは対前年比 2.9%

第 8表 ソ連の石油埋蔵量〈確定，推定〉

資 料 10億トシ 10寵/ξーレノレ
1 Congressional Research Service， Library of 
Congress， CRS-1 IB 75059， update， 25 
February 1976 5.2-7.0 38-56 
2 UN， Statistical Y診arbook 1971， VoL 23 
(New York， 1972)， p. 181 8.1 59 
3 CIA， Research Aid， Soviet Long-Range 
Energy Forecasts (Washington， DC， 
Septem ber 1975)， p. 10 10. 0 73 
4 Leslie Dienes， 'Energy self sufficiency in 
the Soviet Union'， Current History， August 
1975， p. 47 10. 3 75 
5 J. 豆 Cheshire and Miss C. Huggett， 
'Primary energy production in the Soviet 
Union: problems and prospects'， Ener gy 
Policy， September 1975， p. 229 10.5 77 
6 Oil and Gas ]ournal， 22 May 1978， p. 33 10.3 75 
7 International Petroleum Encyclopedia 
(Tulsa， Oklahoma: The Petroleum Pub-
1ishing Company， 1975)， pp. 203 and 297 11. 3 83 
8 じnitedStates Geological Survey for 1973 13. 5 99 
9 Jeremy Russell， Energy as a Factor in 
Soviet Foreign Policy CLondon: Saxon 
House/Lexington Books. 1976)， p. 40 14. 0 103 
10 United States Geological Survey， Summary 
01 Petroleum and Selected Mineral Sta-
tistics for :120 Countries， Including Off-
shore Areas， Joseph P. Albers et aしくWash-
ington， DC: US Government Printing 0鑑ce，
1973)， pp. 142-3 13. 5 99 

11 CIA， Prospects lor Soviet Oil Production : A 
Supplementary Analysis (Washington， DC， 
July 1977)， p. 32 5. 5 40 

12 Grant Hopkins， Gulf Oil， 'Oil reserves in 
the USSR: an assessment'， 6 December 1976， 
p. 13 9.5 70 

13 Dienes and Shabad， p. 253 10-11 73-8 

〈出所) M. 1. Goldman， The Enigma 01 Soviet Petroleum (London， George 
Allen &じnwin，1980) p. 117， Table 6. 1. 

つ

h-
Q
O
 



ソ連のエネノレギー問題

、ーーーー-

第 9表 ソ連の地域別石油産出量(1∞万トシ〉

一~土 1970
ソ l

域 i
西シベリア l

中央アジア

サハリ γ

地域

全

東 地

352 I 491 
64 i 192 
31. 5' 148 

30 I 

2.51 

289 

208.51 

7.51 

4 1 

14 

35 

20 

部

41. 5 

2.5 

299 西 部

ヴオノレガ・ウラノレ 226 

コ 11 

8 白 ロ シ ア

ウクライナ

北

13 

24 コーカーザス

アゼノレパイジャ γ 17 

1976 1977 19781979 

520 I 546 1 572 I 586 

224 I 259 i 293.5 IC計画)323
181. 5 

40 

254 

37 

2.5 

278 

210 

16.5 

5 

9.5 

21. 5 

284.5 

36 

2.5 

270 

199.5 

17.5 

5 

9 

23 

1980 

603 

〈許画)345

3∞ 
43 

2.5 

275 

190 

25 

5 

8.5 

25 

22 

21 

16 15.5 16 

- 83-

(出荷) 1. R. Lee， 1. R. Lecky， 0)う.cit.， p. 588 Table 2. 
(原資料) 1970， 1975年は (9KOHOMHKaHe中TsHO負碍OMbI血球部OCT的地.7，1976， Cτ下.47-49.

西シベリアは (9KOHOM附 eCKa兄 ra3eTa)地.17， 1978， CTp. 1. 

コミは (He中TsHoeX03s員CTBO)地.4. 1977， CTp. 13. 
その他 (9KOHOMHQeCKa兄 ra3eTa)地.8. 1978， CTp. 2. 

218.5 

38 

2.5 

259 

2.5 

287 

225.5 219.5 

増で，第 10次 5カ年計画自標の 62000"-'64000万トンをか主り下回った。したがって，検

討さるべき課題は，この石油生産の停滞原因を分析すること，さらにソ連のエネルギーに

おける石、油の位霞づけ (1960年代からの石油消費の拡大，輸出品としての石油，今後の石

油政策)などを明らかにすることであるO

まず， ソ連の石油埋蔵量は国家機密であるため，西鰯の研究機関によってじつに様々な

推定がなされている(第8表参照)。最高値はスウェーデンのベトロ・スタディズ研究所

の 1200億バーレノレ (1650抵トン〉から，最低値の 1977年アメリカ中央情報昂報告の 440

億バーレル (550寵トン)まである。小川和男氏5めによれば， 750"'-'1000寵バーレノレ (1031

1375健トン)が有力な推定龍であると L、う o

第 9表に地域別石油生産量を示した。近年，石油産出中心地がヴォノレガーウラノレ地域か

ら西シベリア地域へ移り， ヴォノレガーウラノレの減産分を西シベリアがおぎなっている，そ

の増産分が未だ十分でないので百標未達成におわっていることが理解される。アメリカ中

央清報局報告は，その西シベリア地域で、の中心，サモトロール池田がピークをむかえて，

それにかわる大油田が発見されていないことなどを根拠に， 1980年代央にソ連が石油純輪

入菌になるとしている5130 これに対して， ソ連側では反論を加え，たとえばB.A.アレク

サンドロフによれば， 1980年の西シベザアの石油生産自標はこれまでより多，-，， 3億 1500

万トンであり， 1976年からの 3年間に発見された五油， 天然ガス油田 270以上のうち大

13 

6 

F
h
d
F
H
U
 

喝

i

50)小)11和男 fソ連エネルギー危機の幻想JIrエコノミスト.!l1980年12月23B号.80ベージ。
51)アメワカ中夫情報局のアナリストである1.R. Lee， 1. R. Leckyの論文を参照。“Sovietoil de-
velopments，" Soviet Economy in a Time 01 Change， Vol. 1. A Comtendium 01 Paters 
Submitted to the Joint Economic Committee， Congress 01 the United States， Oct.， 1979， 

pp. 581-599. 

11. 5 

23 

10.5 

16.5 
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部分の新池田はシベヲア地方で発見されたという 52)。

また， アメリカの M.1.ゴーノレドマンは，アメザカ中央構報高報告が 1970年代はじめ

から否定的評揺を続けて，石油消費抑制をねらう「カータ一戦略」をささえる一面もある

けれども，技術的問題にかたより経済的分析が不十分であるとしている5330 この飽， 日本

ではふ)11和男民が精力的に批判を行なっている 500 いずれにしても， ソ連の石油産出が停

諦傾向にあり， 目標未達成が続いていることは事実で，この原因について， ソ連側の分析

とあわせて，アメリカ中央情報局や西舗の分析を検討することにしよう。

(2) 石油開発の問題点

石油開発上の問題点については， ソ連側でも多くの分析がなされている。そのなかで最

近，総括的な考察を加えている B.フィラノフスキーによれば55) 第 8次，第9次5カ年

計酉期に地費探査作業を増加させない誤りがあった (1968，69， 72年に対話年比で減少し

ている。第 10表参照〉。また最近の試掘量は増えているどころか悪くさえなっており，潜

在的資源量は大きいとはいえ西シベリア地域の試掘はソ連の他地域に比べて著しく低L、。

また，道路建設，パイプライン建設の立ち遅れは容認しがたいほどの量の国家資金の支出

を招いた。西シベリア最大のサモトロール油田はピーグに達し， 1980年のサモトロールの

第 10表石油・ガスの掘削量 (1000メートノレ)

年 メ口L 計 開発握書IJ 探査掘削

1940 1947 1416 531 

1945 927 532 395 

1950 4283 2156 2127 

1955 5012 2770 2242 

1960 7715 3692 4023 

1965 10716 5151 5565 

1966 11251 5603 5648 

1967 11707 5905 5802 

1968 11070 5959 5111 

1969 11061 6137 4924 

1970 11890 6744 5146 

1971 12128 6878 5250 

1972 12720 7582 5138 

1973 13628 8405 5223 

1974 14256 8894 5362 

1975 15170 9751 5419 

く出所) HapO，ll，HOe X03冗長CTBOCCCP B 1975 r. 
1976， crp. 242. 

52) B. A. AJIeKCaH瓦pOB，Pa負OHblCH6HpH H ，UaJIbHerO BOCToKa B npe，ll，，lI，BepHH XXVI c6e3瓦a
Kncc (口p06JIeMbl，lI，a品 HeroBOCToKa)地.3. 1980， crp. 56-57. 

53) M. 1. Goldman， op. cit.， pp. 177-179. 
54)小)11和男 rCIA予溺を批判するJW世界選報』第 59巻第9，10， 11号， 1978年。
55) B.φHJIaHOBCKH員， 3ana，ll，HO-CH6HpCKH註He中Tera30BblHKOMnJIeKC: pe3yJIbTaTbl H nepcneKTHBI:逗
<nJIaHOBOe X03匁負CTBO)地.3， 1980， CTp. 19-31. IFソ連東欧経済速報IINo. 479， 1980年の抄訳
参照。
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産油増加量はわずか 500万トンにすぎなL、。これをおぎなう新しい油井の平均噴出量は減

少しているので〈西、ンベリア地域で 1975年に 1昼夜 162トンが， 1978年には 1昼夜 90.6

トンヘ減少)，生産井の急速な増大が必要になっている。第 10次5カ年計画期には新しい

鉱床はまだ発見されていなL、。引込線の建設も電力供給も生産基地の建設もなくして掘削

作業の計画量が達成されるはずがなL、。噴出量の小さな井戸数が多いけれどもこれらはほ

とんど利用されていなL、。第 11次5カ年計画期には， 生産井の量を 2.5倍にふやす必要

とともに関連部門すなわち，道路・修理基地，送電線の建設乍業組織の改善，掘削速度

の大幅増加などをはからねばならなし、。さらに， B.フィラノアスキーは，関係省庁の分割

の弊害をなくすために効率的な管理組織が求められていること，シベリアの作業条件に合

った機械，設備を開発しなければならないこと，関連部門(都市・住宅をふくむ〉との不

均衡を是正する総合開発計画が必要であるとのべている向。

(3) 探査据離の遅延問題

B.フィラノフスキーもみとめているように，第8次，第9次5カ年計画期に地質探査作

業を増加させない誤りがあった。これについて地質学者の争.サルマノフと 11.ネステロ

フは，かつて当局が探査は開発能力を上回るとの誤った板定のもとで，西シベリアの探査

を減らすように指示し， 1967年の探査 500キロメートノレが 1972年には 385キロメートノレ

に減ったとし、う 5730 また大きな油田からできるだけ多く早く採取し，遠くのより小さな油

田をそのままにしておくのは誤りであると，当局の近視践的探査政策を批判している。こ

のような探査政策の誤りとともに，据酎装置〈深く掘ることのできる高品質のドリノレピッ

トとパイプ)の品質欠陥と不足58)によって，故障の務理に時間をとられる問題や，現在の報

奨制度が掘った掘削の長さを基準としているので，比較的容易な井戸ばかりが掘られて，

生産的井戸がふえず5曹三また報奨割愛は一連の段階の仕事が協力して行なわれることを阻

害しているなどの問題点60)が指摘されている。

(4) 注水法の問題点

石油の回収率を上げ、るために，主本法がさかんに導入されている(第 11表参照〉。しか

しこの導入の方法についても問題があるG 科学アカデミ一五油採掘問題評議会議長の A.

n.クリロフ 61)は， 注水法の導入によって井戸ごとの密室が低下しはじめ， 井戸の平均生

56) これらのインフラストラクチュア投資の問題についてはソ連の新関，雑誌でしばしばとりあげられ

ている。たとえば.{口paB江a}15 anpeJul 1980. CTp. 3. 
57)φ. CaJIMaHOB， 11. HeCTepoB， DonpaBKs reOJIOrOB (CoBeTcKa兄 pOCCl硯)8 ぇeKa6p克 1978，
CTp.2. 

58) B. )KypaBcKs詰， BypoBbIe )K，lJ.yT aBToMaTsKy {CoUsaJIscτ沼田CKa兄 sH，lJ.yCTps兄}16 s隠限 1978，
CTp.2. E. T. MsTpsH，瓦砲兵問問中TblJeJIeKeHa (3KOHOMI時 eCKaHra3eTa)地 .4，1977， CTp.7. 

C. BTOpyWsH， Ha HOBOM 9Tane {口paB，lJ.a}5 sIOH完 1978.CTp. 2. 
59) この点は，アメリカ中央靖報局報告や， M.I.ゴールドマン (0.ρ.cit.， pp. 182-183)が強調すると

ころである。

60)瓦.KOCTbIJIeB， B. HOCKOB， He npllTynsJIscb JIHえOJIOTa? {COU沼aJIsCTHlJeCK印加えyCTpHH}
2 HO兄匂冗 1979，Cτ'p.2. 

61) A.口.Kp副 OB，0 Te郎 ax戸3pa6oTK夜間中T兄島，IXMe釘 OpO)K，lJ.eHH誌{3KOHOMHKaH opraHs3auml 
npOMbI出JIeHHOrOnpos3BO，lJ.CTBa}民主.1. 1980， CTp. 66-74. 
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年

注水法使用池田数 i
注水法使用田の産出量

全体との比率

注入水量

第 11表

1950 

1600万ト y

41% 

900万m3

吉田文和

ソ連油田における注水法使用

1970 1975 1980く推定〉

220以上 250以上

257∞万トシ 41400万トシ 54400........576000万トシ

73% 84% 
139剖泊回~~1a慨M曲万m355900万隠S 98400万m3

〈出所) United Nations Economic Commission for Europe， The ECE and Energy 
Conservation， Recent Exρerience end Eろ，，"osρects，1980， p. 20. Table C. 2. 

産は増加しても全体の屈収率は低下しているとのベて，現在のままでは比較的短期間にソ

連の石油産業は最高水準になってしまうと警告している。これを転ずるには，新しい井戸

を掘削する率を上昇させること，第2に埋議地の井戸の密度を低くすることが必要である

としている O ょうするに，高度の井戸密度での注水法の導入は，全体の回収率を下げると

いうのである位、この他，注入法に関しては，泊中のバクテリアをふやすため回収率をか

えって下げていると L寸器摘Bめや，注水の排水による環境破壊の問題点があることも留意

すべきである的。

(5)小 括

ソ連石油産業の停滞についてこれまで検討してきた点をまとめれば，①長期的視野にた

っ探査掘削の不足，②注本法の誤用，井戸の過密，③深部掘削できる据削装置の品質と数

量の不足，④労{義組織と報奨制度の不精，⑤インフラストラクチュア建設の遅れ，などに

整理できるであろう。①参④の問題誌，在炭産業で検討したものと同じ問題点，すなわち

採掘産業は地中の労働対象がたえず「消尽j しゅくために，同ーの生産量を維持するため

にもつねに新しい労働対象を発見〈諜査)し，開発の準備をしなければならないという点

を軽視して，短期的に最大限の生産量を追求したことと間ーの結果を生んでいるといって

よいものであるo M.工ゴーノレドマンはこれをさして， 5カ年計画のノノレマ達成という目

標にふりまわされて生産が近視眼的となって，地質探査班は穴を掘っても石油発見に結び

つかず，ポンプ班は計画期間中の報奨しか考えていないと批判している 6530 このように，

採掘産業の特殊性を軽視したうえで¥過大な生産E標達成と Lサ圧力がエネノレギー資、源の

枯渇をかえって早めることになっているのである。③⑤の問題は 現在のタテ割りの省庁

間の誘整，協力としづ昔話度的問題，膨大な先行投資という経済的負担に耐えられるかとい

う問題，現在のソ連の技術水準の問題などになってくる。

石、油に対する過大な生産目標はどこからくるものであろうか。 ソ連は 1960年代以降，

その増大するエネルギー需要を石油を中心にまかなってきた。 1970年代に入るまで立石

油生産もj領調にすすんできたけれども， 1970年代に入って!B来のヴォノレガーウラノレから西

62)この点は，アメリカ中央構報局報告や， M.1.ゴーノレドマン (0ρ.cit.， pp. 119-120)が強読してい
る。

63)“Heavy oil clogs Soviet output growthぺOiland Gas Journal， Jan. 14， 1980， p. 38. 
64)φ. Ta6eeB， Ha r JIy6HHHblx ropH3oHTax <:口paBぇa}16 OKT克6p兄 1978，CTp. 2. 
65) M. I. Goldman， op. cit.， p. 121， 174. 
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第 12表 ソ連の石法生産高，輸出入高，見掛け消費高

i原油生産高 i 原油・石油製品輪出高 i原油・石油製品 i五法見掛け
年次 i i一一 ------------------1輸入高!1高費高

j く100万トン) I く1∞万トシ) I対諒油生産比率 (100万トシ〉 I"u∞万トン)
胸 37.9 1. 1 2.9% 2.6 39.4 

1955 70. 8 8. 0 11. 2 4. 5 67. 3 

1960 147.9 33.2 22. 4 4.4 119. 1 

1965 242. 9 64. 4 26. 5 1. 9 180‘4 

1970 353.0 95.8 27.1 4.6 261. 8 

1975 490.8 1お 4 26.6 7.6 3紘 2

1976 519.7 148.5 28.5 7.2 378.7 

1977 

1978 

1979 

1980 

545.8 

571.5 

585.5 

603.0 

(注〉 見掛け欝費高=生産高十輪入高一輪出高

ヅ連は 1977年以降，輪出入数量を公表していなL、Q

〈出所〉 生産高は HapO.llOHOeX03始 CTBOCCCP B 1979 r.， CT子 170.1980 年分は {DpaB
ぇa)1981. 1. 24. 輪出入高は BHeIllHSUIToproBJUI各年痕， M. 1. Goldman， op， 
cit.， pp. 74-75， Table 4. 3. 

シベリアに中心が移り， そのうえ採掘費用の上昇にみまわれた。さらに 1970年代を通じ

て原油輸出が原油生産高の 28% (1976年)に達し，その外貨収入が対西側貿易輸出の過

半をこえるという一謹の「モノカルチュアj 的貿易講造になっている(第 12表〉。この輪

出用諒油確保の負担がなければ， ソ連の石油供給は余裕に満ちたものとなっているであろ

う。この問題はしたがって，現在のソ連の産業水準や貿易構造からの規定性によるところ

が大きいのである O この構造があるかぎり，国内の石抽出費を抑えてでも原油の一定量を

輪出にふりむけることが続いて行くであろうとおもわれる O

第 4章 ソ連の天然ガス

(1) ソ連天然ガス産業の動向

石油生産の持潜領向に対して，天然ガスの増産には著しいものがある。ソ連側の発表に

よれば 1978年末の薙認埋裁量が約 29兆立方メートノレで， アメリカ中央清報局の調査『ソ

連ガス産業の発展jJ66)も， それを 28兆立方メートノレと評{屈して妻 1977年の生産水準で 80

66) Central Intelligence Agency， USSR: Development 01 the Gas Industry， 1978. 邦訳がソ連

東欧貿易会 z ソ連の天完全ガスの開発問題~ 1979年に掲載されている。 なお開書はソ連の天然ガス

埋蔵量概念についてつぎのように分析している。

「カテゴリー A鉱量とは，各主主区を完全にカパーしているガス井ネヅトワークからの詳細な悟報

か入手可能な拡沫の埋義鉱量である。カテゴリー B鉱量は， u商業採算に乗るiガス流量を生み出
している最低3基のガス井からの情報が入手可能な鉱沫の埋議拡量である。カテゴリー C1鉱量と

は，⑧商業採算に乗るガス流量を生みだしている 2基またはそれ以上のガス井から惜報が入手可能

な新発見鉱床の埋蔵鉱量および⑥上記のカテゴリ - A十B 鉱量に車叢に隣り合わせている地震

構造の数部分に存在すると推定される埋議鉱量である。この A+B+C1 鉱量の数字は，天然、ガス

埋蔵鉱量のみを指すもので，鎚伴ガスを含まえn、。しかし，ソ連の公表した A十B+C1 鉱量のデ
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第 13表 ソ連の主要産ガス地域の天然ガス埋蔵量/生産高比
〈各年初現在データより算出の A+B+C1理議量〉

一一一一一一千一一一i1961 1966 1971 1974 

ヨーロッパ部・ウラノレ
:::z 、、‘ 18.3 41. 0 62. 7 23.0 

オレ Y プノレグ 32.3 50.6 865.3 585.6 
クラスノ夕、ノレ 97.0 20.9 3. 7 21. 8 
スタウロポジ 34.3 15.5 12.6 12.1 

ポノレゴグラード 61. 8 13.5 27.3 29.5 
ウ ク フ イ ナ 14.3 17.3 13.8 13.2 
アジャノレパイジャ y 11. 0 17.8 26.9 25. 7 

ウ ブ ノレ 東 部

チ ニ1. メ ーー 1007.9 869.4 
ウズベクスタ y 1587.6 40. 7 24.1 23.7 

トノレクメシスタシ 3654.4 129.4 79. 7 

タジクスタ Y 82.6 56.4 

橿 東

ヤ ク 一 チ ヤ 1410.3 1104.8 

全 ソ 62.9 32.1 90.0 106.8 

〈出所) A.瓦.5peHI.J;， B.兄 FaHilKMH，F.cM.OYCKPBEEaE王C《OHRe，却3EaEO》H1O9M7E5ま，KCa ra30・
A06MBamJ.mPe.詮SRtPeOrnE，MO回PJ.IeHHOCTEE， CTp.25， 
39.を.J. P. Stern， op. cit.， p. 25， Table 2-2で捕足。

第 14表 ソ連天然ガス，随伴ガス生産高く10億立方メートノレ〉

言十 画 年増加率
年 績

% 当 初 修

1960 60.0 53.0 45.3 28.0 

1961 60.1 59.0 30.2 

1962 70.5 73.5 24.6 

1963 91. 6 89.8 22.2 

1964 108.6 20.9 

1965 150.0 129.4 127.9 17.6 
1966 142.0 148.0 143.9 12.0 

1967 158.3 160.0 157.4 10. 1 

1968 170.3 171. 3 169. 1 7.4 
1969 191. 1 184.0 181. 1 7.1 

1970 225"'-'240 198.0 197.9 9.3 

1971 211.0 211.0 212.4 7.3 

1972 229.0 221.4 4.2 

1973 250.0 238.0 236.3 6. 7 

1974 280.0 257.0 260.6 10.3 
1975 3∞------320 285.0 289.3 11. 0 

1976 313.0 321. 0 11. 0 

1977 342.0 346.0 7.8 

1978 370.0 372.2 7.6 

1979 401. 0 404.3 406.6 9.2 
1980 400------435 435.0 435.0 7.0 

(出所) J. L. Russell， Ener gy as a Factor in Soviet Foreign Policy 
(Lexington， Saxon House， 1976) p.63. Table 4. 5， {3KOHOMH立e-
CKaSl ra3eTa} M.6， 1977， cTp.1， N!!.3， 1979， cTp.1-2， {口paB.D.a}
1980. 1. 24. 
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第 15表 ソ連天然ガス生産高，貿易高，見掛け泊費高 (10億立方メートノレ〉

一一一一十ア一一一一丁← 1 7-夏蚕存吾妻-
サ !生産高!緯輪出高 l見掛け消費高 i 増加率

1960 

1961 

1962 

1963 

1964 

1965 

1966 

1967 

1968 

1969 

1970 

1971 

1972 

1973 

1974 

1975 

1976 

1977 

2

3

3

3

3

4

8

1

2

7

3

5

9

3

1

9

0

5

 

な

な

0
.
a
A
U
仏

A
U
L
A
U
A
U
A
U
1
丘

5

2

6

4

9

a

A

A

a

1

ょ

1ム

45. 1 

58. 7 

73.2 

89.5 

108.3 

127.3 

142.2 

156.3 

168.9 

180.4 

198.2 

215.9 

227.3 

231. 0 

258.0 

282.4 

307.0 

326.5 

45.3 

59.0 

73.5 

89.8 

108.6 

127.7 

143.0 

157.0 

169. 1 

181. 1 

197.9 

212.4 

221. 4 

236. 3 

260.6 

289.3 

321. 0 

346.0 

1960，，-，1965 

23. 1 

1965，，-，1970 

9.2 

1970""-'1975 

7.3 

8. 7 

6.4 

(出所〉 第 14表， BHe回目先兄 TOprOBJI匁各年版およびJ.P. Stern， 0ρ. cit.， p. 55 
Table 2-12. 

年間以との生産続行を可能とするとみている。またアメリカの『オイノレ・アンド・ガスジ

ャーナノレj]67)誌によれば， 1981年中に確認埋蔵量誌 31兆立方メートルをこえるという(第

13表参照〉。

ソ連天然ガスの生産はチュメニチ11のガス発晃とともに 1960年代から急増しく第 14表λ
1970年代に入っても急成長をとげている。なかでもチュメニチH北部の巨大ガス匝，ウレン

ゴイ (1966年発見)，ヤンブ、ノレグ (1969年発見)，ザポリャノレノエ (1965年発見)， メドウ

ェジェ (1966年発見)誌，ソ連の天然ガス埋蔵量の 3分の 2近くを占めているといわれて

いる。 1979年にはチュメニ丹iだけで全ソ天然ガスの約 28%が生産されたと推定される5830

さらに，パイプラインの建設とともに輪出も増加し，今後石油の惇滞分を補って一層拡大

するで怠ろう〈第 15表〉。天然、ガス誌パイプラインの建設に膨大な投資を必要とするにも

かかわらず，石油を使用してきた設備でそのまま天然ガスを使えるため石油消費の節約上，

比較的早い効果を期待できる。ソ連国内での天然ガスの主な用途は発電所，都子官ガス，鉄

錦業，化学工業などである〈第 16表〉。

ータが，現在の技術で経済的に採取可誌な埋蔵鉱量(¥，、わゆる『パランサウイェ』鉱量〉しか含ま

ないのか，またはそうでない埋蔵拡量を含んでいるのかは判然と Lない。しかし現在までの註誕に
よると，これらは概して『パランサウイェ』拡量だけとみてよいように患われる。ソ連と酉舗の埋

蔵量の概念、には椙違がある。ソ連のいう『カテゴザー AJl鉱量と亘鉱量のある部分との合計がア
メリカの f確定鉱量 (ProvedReserves)Jjに合致する。 B鉱量の残りと C1鉱量のある部分は，ア
メリカの『推定 (Probable)鉱量』に相当する。そして C1 鉱量の残りの大部分は，アメリカの
f予想、 (Possible)鉱量』に当てはまるJ(邦訳， 134-135ページ〉。
67)“Soviets pIn big energy hopes on natural gas.ヘOiland Gas fournal. June 9， 1980， p. 23. 
68) Pa3BsTse ra30BO長印OMhI田JIeHHOCTs{3KoHoMsQeCKa匁 ra3eT心地.3， 1979， CTp. 2. 
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ソ連天然ガスの務費先く1∞万立方メートノレ〉第 16表

1980 (計画〉
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その他部

〈出所〉

1975 

そして永久

(2) ガス採掘の問題点

今後のソ連エネルギー源の主力として期待をかけられている天然、ガスの増産は多くの問

題をかかえている。装置・技街の不足の問題，労働力の問題，運輸とインフラストラクチ

ュア投資の問題主どにわけで考察しよう。

天然ガス開発にともなって，ガス自の平均深震は増加し， 1970年-1857メートル，

年一2100メートル， 1980年一2700メートルとなっている駒込 しかし， ソ連のドリルの 4

分の 3近くが 3000メートノレ以下の深さでは非効率なターボドりノレである問。

凍土への掘削の密難は克販されておらず， ドリルどット，掘削泥水， ドリノレパイプ，

シングが低品質のため，部品とりかえによる時間の損失が多"，71)。地震地質探査の水準も

ケー

低く， コンピューターが不是しめ，石油の槌伴ガス回収利用も遅れている初。こうしたな

かでカメ井の深部化と開発条件の悪化によって，採掘費用が上昇している。また開発計画

についてガス工業省が大規模ガス田を優先させ，小規模ガス自の開発を遅らせているとい

う批判をチュメニ知覚書記が行なっていることもみのがせない的。

つぎに労{動力問題についてみれば，とくにパイプライン・クノレーと保修人員の不足が著し

く75) インフラストラクチュア投資，住宅建設が十分でないシベジア地域にいかにして労

働者を誘引するかとし、う問題になる。また報奨説震は据閣の速震と深さが基準となってい

発晃率を低めていると L、う指摘テストのいらない乾いた井戸を掘るようになり，

69) B. A. CMHpHOB， fa30BaH rrpoMbI盟 JIeHHOCTb(9KoHoMHKa H opraHH3au.HH 
rrpoH3BO江CTBa)地.5， 1975， CTp. 58. 
70) J. P. Stern， Soviet Natural Gas Develotment to 1990， Lexington， Lexington Books， 1980， 
pp. 43-44. 

71) M. CaqmyJIJIHH， Ky，lla <YJIeTaeT) MeTaJIJI (npaB江a)28中eBpaJI冗 1978，pTp. 2. 
72) J. P. Stern， ot. cit.， p. 45. 
73) B. IIIaJIryHoB， KOMrrJIeKC B CTerrH {口paBぇa)21兄HBa予見 1980，CTp. 2. 
74) E. f. AJITyHHH， CTpaTerIIIo BbIoHpaTb CerO，llH兄 (9KOHOMHKaH opraHH3au.HHロpOMbIIIIJIeHHOrO
IIpOH3BO，llOCTBa)地.2， 1979， CTp. 12-22. 
75)工P.Stern， ot. cit.， p. 46. 
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第 17表天然ガスパイプライシ建設

年
|ガスパイプライシ距離;ガスコ γプレッサ一能力

(年初) く年初〉

1976 

1977 

1978 

1979 

1980 (計画) 1. 

98700 km 8200 kw /h 

103000 

111300 

117000 

127400 

9600 

11200 

12600 

16100 

(出所) (ra3oBa完 n予OMbIIlIJIeHHOCTh)各号。

ある 7630

(3) パイプライン建設の問題点

パイプライン建設はガス工業の回定資本の 4分の 3を占め 最も費用のかかる部門であ

る。しかも建設距離の長距離化と開発条件の悪化にともなって開発費が高騰している O 天

怒ガスの開発施設費用はチニメニチH北部ではヨーロッバ部の 4'""'-'4.5f吾， 1キロメートノレ当
りのバイブライン建設費は 2fきであるという 77ヲ。国難な条件と開発費の上昇にもかかわら

ず第17表にみるようにかなりのテンホでパイプライン建設はすすんでいるけれども，問

題点も多L、。なによりも大口径 1220，，-，1420ミリメートノレのノζイプならびにコンブレヅサ

ーステーションの不足が決定的であり 78) 西{弱からこれを大量に輪入している O また熟諌

労働力，機械・資材の不足も深刻である問。古いガス田では二次回収と深部掘削に費用が

かかり，新しいガス田ではインフラストラクチュア投資が大半を占めている 80)。石油・ガ

ス採掘よりはるかに多くの労働力を必要とするインフラストラクチュア投資の遅れは，

すでに石油の項目でみたように①不均衡な投資配分，②統一的管理システムの欠如，③人

口・生産の増加の退少評価，などに起因している8η。最後に大口径パイプライン施設によ

って環境破壊問題が生じていることも看過できない8230

(4)小 括

今後， 第 11次 5カ年計画の実行にともなって 西シベリアの天然ガス開発へ一君の力

が注がれることになるであろう O そして掘削装置，大口径パイプ， コンプレヅサーなどの

技術導入がこれまでにもましてすすめられて それに対する外貨支払いを天然、ガスの輸出

によって行なうという方向が強まるであろう。他方，シベリア開発の統一的管理システム

76) Ibid.， p. 48. 

77) ソ連東欧貿易会 fコメコンのバイプラインjJ1980年， 65ページ。同報告は詳細な検討を行なって
いるので参損されたL、。

78)口0え3eMHbleManICTpaJIH (npaB，lla) 23 aBryCTa 1978， CTp. 1. 1. P. Stern， 0ρ. cit.， pp. 49-50. 
79) C. BTOpyIlIHH， TIOMeHb: BTOpO詰3Tan(npaBえa)16 Ma兄 1979，白p.2.
80) J. P. Stern， op. cit.， p. 51. 
81) TIO祝日b:BTOpO長 3Tan(口paB瓦a)15， 16， 17 MaH 1979， CTp. 2. He qHCJlO泌， a yMeHHeM 

(3KOHOMHKa H opraHH3au.HH npoMbl凶 JIeHHOrOnpOH3BO，llCTBa)ぬ.2， 1979， CTp. 5-11. 
82) C. BTOpyIlIHH， A. MYP3HH， T回MeHC羽詰 ra3(口paBぇa)26， 27φeBpaλ兄 1977，CTp. 2. A. B. 

En自由eB，BJIH兄mIereorpa争目更IeCKHXyCJlOB班員 HTpe60BaH班員ロoOxpaHe oKpyiKalOIIJ，e長 cpe瓦蕊
Ha pa3BHTHe ra30BO詰 npOMl:卓也JIeHHOCTHceBepa CCCP (113BeCTl硯 aKa江eMlffiHayK CCCp， 
cep沼兄 reorpa争目ヨeCKa冗)Jも.4， 1979， CTp. 52-63. 
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の改善，報奨制震をふくめた経済管理制度の改革などが圏内的に大きな課題として残され

ている。

第 5章 ソ連の原子力発電

(1) ソ達原子力開発の特徴

1954年，i1t界ではじめての京子力発電〈実験用)をはじめたソ連は， 1960年代を通じ

て種々の炉型の実験試験を行なって，長い期間出力は低い水準であった。しかし， 1970年

代に入って，第§次， 第 10次5ヵ年計画において とくにヨーロッパ部で原子力発電の

比率を高めることがめざされた。 1980年に全電力の6%，ヨーロッパ部で 10%を原子力発

電で供給する呂標が立てられた。ヨーロヅパ部において京子力発電の比率を高める必要性

は，シベリア部からの石油，ガスのパイプライン輪送の喪界 五炭の鉄道輪送能力の限

界，高圧送電技術の未開発と Lづ条件のもとでヨーロッノ岳部の増大する電力需要をまかな

うものとして位霞づけられている。

第 18表 ソ連原子力発電操業炉

場 所|炉 型 j出力(MW)!建設開始年月;操業開始年月

オプニシスタ|軽水黒鉛 5 1954-6 

トロイツク|軽水黒鉛 6x1∞ 1958

スベルドロプスク |黒鉛務騰水 102 四58-6 19臼-4

ノポボロネジ!加圧水 196 1957-3 1964-12 

メ レキス i黒鉛灘麓水 50 1961 1966 

スベルドロブスク j ;黒鉛謀議水 175 1962-1 1967-12 

ウリヤノブスク |高速増殖炉 11 1969 

ノポポロネジ|加圧水 338 1964-10 1970-4 

名前

オプニシスク

シベリアエノ

ベロヤノレスクー1

ノポポロネジー1

VK-50 

ベロヤノレスクー2

BDR-60 

ノポポロネジ-2

ノポポロネジ-3

BN-350 

ノポポロネジ-4

コラ-1

コラ-2

ピリピ γ

νニγグラード-1

レニγグラードー2

クノレスク-1

アノレメニア-1

ク ノレヌ、 グー2

チェノレノプィリ-1

チェノレノプィジ-2

アノレメニアー2

ノポポロネジー5

BN-6∞ 
レニ γグラード-3

ノポポロネジ

シェフシェシコ

ノポボロネジ

ムノレマ y スク

ムノレマシスク

ピリピノ

レニシグラード

レニシグラード

クノレスク

アノレメニア

クノレスク

チェノレノプ-{ !J 

チェルノプィリ

アノレメニア

ノポポロネジ

ベロヤノレスク

νニ γ グラード

加圧水

高速増殖炉

加圧水

加圧水

加圧水

黒鉛沸麓水

軽水黒鉛

軽水黒鉛

軽水黒鉛

加圧水

軽水黒鉛

軽水黒鉛

軽水黒鉛

加圧水

;加圧水

i高速櫛
軽水黒鉛

ω
四

一

山

間

約

刈

捌

附

蹴

制

附

則

附

側

側

側

胸

1968-6 

1964-10 

1968-6 

1968-6 

1968-6 

1970-3 

1970-6 

1971-2 

1970-11 

1970-11 

1972-6 

1973-1 

1973-12 

1973-12 

1974-12 

1974-12 

1974-12 

1975-9 

1976-12 

1976-12 

1979-1 

1978-1 

1978-12 

1980 

1980 

1980-4 

1980-6 

〈出所) International Atomic Energy Agency， Power Reactors in Member States， 
1979 Edition， Vienna， pp. 43-44その他。
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名 目。

第 19表建設中・計画中のソ連原子力発電所

出力
(MW) 場 所 炉 型 建設開始 i操業予定

スモレ y スク-1 スモレジスク 軽水黒鉛 i 1000 1980? 

スモレシスター2 スモレジスク 軽水黒鉛 1000 1981 

建
p フ ノ-1 ロ ブ ノ 加圧水 420 1980 

ロ フ ノー2 ロ ブ ノ 加圧水 420 1981 

ロ ブ ノー3 p ブ ノ 加圧水 420 1981 

カリーニシ-1 カ リ ーニシ 方自圧水 1000 1981 

カりーニ γ-1 カ リ - こ二 ユノ 加圧水 1000 1982 

設 ::I ラ-3 ムノレマ 1ノスク 加圧水 420 1981 
τz ムノレマソスク 加圧水 6 420 1982 

レニシグラード-4 レニシグラード 軽水黒鉛 1∞o 1980? 

ク ノレ ス クー3 ク ノレ ス ク 軽水黒鉛 1000 1981 

チェルノプィリー3 チェルノブィリ 1000 1980? 
中 ニコラエブ-1 ニニ ::I ラエブ 加圧水 1000 1980? 

イグナジノ-1 イγゴPアγスカ 軽水黒鉛 15∞ 1977.5 1984 

イグナリノー2 イシゴジアシスカ 軽水黒鉛 15∞ 1985 

カ リ ーニ γ 1987 

カリーニシ-4 カ リ ーニシ 1988 

クノレスク-4 グ ノレ ス ク

西ウクライナー1

茜ウクライナー2 1 

チェノレノプィり-4 チェルノプィジ 1982 

ニコラェフー2 ニコ ラエプ

ニコラエプー3 ニコ ラェフ

ニコラエブ-4 ニニ ::I ラエブ

BN-1600 

西ウクライナ-3

4

1

1

 

ナ

ユ

エ

ィ

シ

ジ

一フク

タ

ロ

ウ

ク

ポ

西

ア

ザ

中
正水 1000 

1000 

1000 

クリミア

ウクライナ

(出所〉 第 18表の pp.81-82， 115その位。

ソ連の原子力発電炉型は，大きくわけて①加圧水型軽水炉と，@黒鉛〈チャンネノレ〉炉

とがある(第 21表〉。加圧水型軽水炉はノボボロネジ原子力発電所で使用されてきたもの

で¥BB3P-440(440メカゃワット〉と BB3P-1000(1000メガワット}とヵ:あり， BB3P-1000 

は BB3P-440にくらべて原子炉の単機容量は 2.3倍になる一方，蒸気発生器，主循環ポン

プの機数は 3分の 1Vこ減り， しかも運転圧が上昇し，発電ユニットの効率も上昇するO 舎

の黒鉛チャンネノレ炉はソ連独自のもので，大型の P6MK-1000(1000メガワット〉がレニ

ングラード原子力発電所に導入された。さらに大型化された 1500メガワット炉が開発さ

れているが，スベースを多くとり，建設費が高く，効率も抵いなどの問題点をもってい

る的。この他に，アメリカとは対照的にソ連は核黙料の拡大再生産を行なうことのできる

83) L. Dienes and T. Shabad， 0ρ. cit.， p. 158. 
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第 20表 ソ連君原子力発電量

| 設備容量 発 電 量
年

全(1∞OMW体~ b∞原OMW子) (力%) 全(10龍 kwh)体 luo 原擢kw子h) 〈カだ)
1960 66. 7 292 

1965 115 0.31 0.27 507 1.4 0.28 

1970 166 0.88 0.53 741 3.5 0.47 

1975 計画 228 8.1 3.5 1070 

1975 実績 217.5 4. 7 2.2 1039 20.2 1. 94 

1976 228.3 5. 7 2.0 1111 

1977 238 7.1 3.0 1150 34 3.0 

1978 8. 1 1202 

1979 10.5 1238 55 4.0 

1980 計画 284 18.4 6.5 

1980 実績 1295 72.5 5.6 

く出所) nOJl pe，瓦.A. M. HeKpaCOBaH， M. r. nepByxHHa， 91至epreTHKaCCCP B 
1976-1980 rOJlax， MOCKBa (9HeprHSI) 1977. CTp. 11， 61， 220. (9JIeKTpH-

'IeCKHe CTaHUHH)地.12， 1977 CTp. 6. L. Dienes， and T. Shabad，。ρ.cit.， 
p. 153， Table 35.その抱。

第 21表 ソ連露子力発電の型式
1 

加圧水型軽水炉 黒鉛チャンネノレ炉

BB9P-440 BB9P-1000 黒鉛沸騰水 iP6MK-1O∞ 
名 ノポポロネジー3 ノポポロネジー5 ベロヤノレスクー2 νニエ/グラードー1

年 1971 1979 1968 1973 

気 出 カ MW 440 1∞o 2∞ 10∞ 
出 カ MW 1375 3000 530 32∞ 

料
鼓イ乙

酸ウ化ラγベレット
998 1693 

ウラシベレヅト 燃料チャ Yネノレ 燃料チャ Yネノレ

縮 度 Z 3.5 3.3---...4.4 2.3 1.8 

平均燃焼度 MW吾/ト y 286∞ 26000---...40∞o 12000""160∞ 18目隠

炉 効 率 タぎ 32 33 

冷 却 材 水 水 本 水

入口/出口温度 。C 269/300 289/324 3∞，/330 270/? 

減 速 材 オに オぇ 黒 鉛 黒 鉛

ターピシ義気圧 44 60 76 70 

蒸 気 湿 度 。C I 500 284 

〈出所〉 瓦.M. MaJI完oHHa，ATOMHO益9HepreTHKeXX JIeT. MocKBa (AToMH3JlaT) 1974. 
CTp. 68， 82-95. L. Dienes and T. Shabad， ot. cit.， p. 154， 155， Table 36， 37. 

高速増殖炉の開発に力を入れており， BDR-60 (ウリヤノフスク)， BN-350 (シェフシェ

ンコ)， BN-600 (ベロヤノレスク)が稼動している〈第 18表)。高速増殖炉はウランの利男

法としては効率的なものであるけれども，プルトニウムのとりあっかし、と加工に困難があ

ることをソ連側もみとめている8%また，温熱併給原子力発電所〈ピリピノ，シェフシェ

84) M. A. CThIpHKOBH'I， 9HepreTH'IeCKOe nOJIOiKeHHe B MHpe (3KoHoMHKa斑 opraHH3al1，HHnpo・
MblWJIeHHOrO rrpoH3BoえCTBa)地.11， 1979，位p.84-91. 
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ンコなど〉の建設と暖房用原子力ボイラーの開発もすすんでいる。

(2) 計麗未達成の問題点

ソ連の原子力発電は 1970年代に入って急速に拡大してきた。 しかし それでも当初呂

標を大幅に下まわっている。第 10次 5カ年計画では，憲子力発電を 1975年の 5500メガ

ワットから 1980年の 19400メガワット (7%)にする当初目標に対して， 実績は発電量で

5.6%であった。 これは建設中の原子力発電所完成の遅れのためであるo そのため機材メ

ーカーである《アトムマッシュ》が期摂内に製品を納入する課題85) その機材の品質の向

上約，大型炉のエンジニアリングの標準化と規棒化の課題STL自動制御技能開発の課題88九
大型原子炉に対応しずこターピン開発の課題89) などが指議されている。

(3) 安全性の問題

アメリカのスザ一マイル・アイランド原子力発電所の事故以来，原子力発電所の安全性

が大きな問題となっているO 最近のソ連の原子力発電所拡大については，こうした観点か

ら広く関心をあつめている的。まず， ソ連の原子力関係の事故について，西艇でよく指掃

されるのは， 1957-----58年冬に南ウラルのカスリの近くでおきた核廃棄物のs爆発で、ある。こ

れは軍事用のフ。ノレトニウム炉で 1000平方キロメートノレが影響をうけ， 100人が死にガン発

生率が上昇したといわれているが真相は暁らかでなし、900

こうした事故は別にしても， ソ連側はソ連ヨーロッパ部で辻原子力発電所の放射能負荷

は， 自然ノミッググランドの 2倍以下であると主張しているがめ，放射性霧棄物の処理につ

いては解決できていないことをみとめている9330 この点で注呂をあつめたのは H. ドノレ

レジァリ， 10.コザャーキン「京子力発電一一ーその到達点と問題点J(il'コムニスト~ 1979 

年第 14号94))である。この論文は核感料サイクノレについて， r時の経過によって検査ず、み
で，保証され，信頼され， しかも完戒された経済的な燃料千イグル全般の全生産テグノロ

ジーが創り出されてL、ると思ってはならなしつ9めとしている。そして.r使用済燃料の輸送
規模の増大とコンテナの往復距離の増大のため，ますま寸この(破損〉確率を無視するわ

85) B. IllHJlOB， CBeT aTOMa {DpaB)la} 6 aBryCTa 1977， CTp. 2. L. Dienes and T. Shabad， ot. 
cit.， p. 211. 

86) G. Duffy， Soviet Nuclear Energy了Domesticand International Policies， Rand， 1979， p. 54. 
87) J. L. Russell， Ener gy as a Factor in Soviet Foreign Policy， 1976， p. 83. 
88) B. ryoapeB， PblBOK B oy)lyrn.ee {DpaB)la} 15兄HBap冗 1980，CTp. 3. 
89) B. KPOTOB，瓦HKTy回TrrepcrreKTHBbl 9HepreTHKH (COI.J.HaJIHCTH可eCKanHH瓦yCT仰の 3中eBpaJlH
1979， CTp. 2.なお，村上堅「ソ連乃原発増設計画を検討するJIT'世界週報~~ 1981年 6月9日号参頭。

90)たとえ迂『朝日新聞Jl1979 年 12 月 25~29 日連載の 1'79 ソ連の原子力j。

91) G. Du茸y，op. cit.， pp. 31-40. 
92) B. B. EropoB， BorrpochI ooecrre可eHlr兄 6e30rraCHOCTH aTOMHblX CTaHI.J.H註 TerrJlOCHaO)Ke回想
{ATOMHa克 9HeprH完}arrpeJlh 1980， CTp. 231. なお， ソ連問題研究会 Fソ連邦における原子力安
全環境対集の現状Jl1975年参照。

93) A. T. Xa可aTypoB，3KoHoMwIecKHe rrpOOJIeMbl 9KOJIOrmr {BorrpochI 9KOHOMIDαr} M. 6， 1978， 

CTp. 3-14. 

94) H. .uoJlJle)KaJIh， 10. Kop兄KH弘完)lepHa克 9JleKTp09He予reTHKa:えOCTH)KeHM兄沼口予06JIeMbl
{KOMMYHHCT} NQ. 14. 1979， CTp. 19-28， lf世界経済評論Jl1980年 4月号，田中宏氏の訳参照。

95) TaM )Ke， CTp. 24. 
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けにはいかなくなっているfめとのべている。さらに温排水問題について， r現在の原子力
発電所配置原則は，地域の『生態学的容量』をかなり急速に桔喝させてしまうfηとして，
人口密度が低く水資源の豊富な地域に大型原子力エネルギー護合体を立地させることを提

案している。しかしこの大型京子力エネルギー複合体は放射性廃棄物や温排水の問題を

根本的に解決するものではなく，かえって原子力発電所を集中させることによって開題を

大きくするのではないかと Lづ疑問がもたれると局時に，当局自体がこの提案を非現実的

なものとみているようである君、本来， r社会主義の優位性j と立， こうした安全性や環
境問題にこそ発揮されてしかるべきである O 第 11次5カ年計画で一語家子力発電へ力点

が注がれているおちから，今後の大きな課題となるであろう。

(4) ソ連の水力発電

ソ連の水力発電は全発電量のうち約 14% (1980年)を占めている。初期の開発はヨー

ロッパ部に集中し，その後シベリア部が開発された。ヨーロッパ部では主力を火力でまか

左い水力をピーグ負荷用とし，シベリア部ではその逆になっている9めo1970年代をつうじ

て水力開発がやや誇帯傾向にあったが，その原因は三つあるとし、う 10の。一つは巨大ダムを

ふくむ水力コンプレックスを建設する高費用であり，二つは建設期間の長さ，とくに非効

率的な資金の分散のためである。この併として 1971年に建設開始されて未完成の新エニ

セイ発電所がとりあげられている 101)。三つは環境抹護のために多くの投資がされているか

らであると L寸。そしてとくに建設期間を短縮するために建設作業組織の改善が急務とな

っているとし、う 16230

第s章第 11次 5:b年計画とエネルギー開発
1981年 2月のソ連共産党第 26回大会で決定された第 11次5ヵ年計画におけるエネル

ギ一関係計画について検討しておこう。 まずブレジネフ報告103)法つぎのようにのべてい

る。

CD r:黙料としての石油のウェートを減らし，それを天然、ガスと石炭によって代香するJo
@r高速中性子炉を含む原子力発電のより急速な発展を図るべきであるふ

③「経済的，政治的最重要課題としてシベリアの天然ガスの採掘高の急速な増加を挙げて

おく必要がある」。

④「茜シベリアの天然、ガス，石油の採掘と国のヨーロッパ部へのその輪送を第 11次およ

96) TaM iKe， CTp. 26. 
97) TaM iKe， CTp. 25. 
98) L. Dienes， Modernization and energy development in the Sovietじ出on，Soviet Geograthy， 
Vol. XXI. No. 3， 1980， p. 158. 
99) L. Dienes and T. Shabad， op. cit.， pp. 131-136. 
100) A. HHKOJIaeB， Ha3peB国間 rrp06JIeMMrH~po9HepreTHKH (3KOHOMHQeCKa匁 ra3eTa)N2. 18， 
1980， CTp. 9. 

101) B. MHpOHOB， A6aJlaKOBCKH員crrop<訂paB瓦a)23 HHBap匁 1980，CTp. 2. 
102)口pOH3BO江CTBeHHbIe06'be，n:HHeHH兄《口paB~a) 3沼隠J回 1979.CTp. 1. 
103) UT'主eT日豆 KnccXXVI CB豆3瓦YKnCC瓦.託.BpeiKHeBa (npaBぇa)24争eBpaJI克 1981，

CTp.5. 
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電力 10寵kwh

原 治 100万トシ

天然ガス 10態m3

石炭 100万ト y

出所

第22表 第11次5ヵ年計画のエネノレギ一生産自標

1980年 1981年

5カ年計画百標!計 画!実 績 gt 画

1340----1380 

620----640 

400"-' 435 

790"'-' 810 

{OpaBぇa}

1976.3.7 

1295 

606 

435 

745 

{OpaBぇa;

1979.11.29 

1295 1335 

603 610 

435 458 

716 738 

《口paBぇa; 《口paBえa;

1979.1.24 11980.10.23 

び第 12次 5カ年計画のエネノレギー・プログラムの要とすべきで島る」。

1985年

計第五画次5目カ年標

1550----1600 

620-----645 

600----640 

770'" 800 

{OpaB)l.a} 

1981. 2. 28 

⑤「原子力発電の発畏のばあいと同様， このプロジヱグトの実施にも，関心のある社会主

義諸国が参加することを期待しているム

@I将来の展望としては， カンスク・アチンスク炭田の石炭を基盤とする合成液体燃料の

生産にかんする問題を徹底的に検討すべきであるム

この抱， I国の保有資源の館約およびより完全な， 合理的な利用」を強課している。 こ

の報告にそって第 22表のごとく第 11次5カ年計画の目標がうち出されているO

(1)電 力

電力の目標は 1980年の 19'"'-'23，%増で、あるO 第 10次 5カ年計画の増加率 (29"'-'33%増)

ょっも低めになっている。電力増産の重点は原子力であり， 1985年に 2200"'-'2250龍キロ

ワット/時，全発電量の約 14%を占め，水力発電量目標 2300"'-'2350億キロワット/時になら

ぶよう計画されている 18430 しかし， これまでの第 10次 5ヵ年計画における原子力発電増

加の大幅な未達成としづ状況をみても，原子力発電急増は困難な課題であるO

(2)石 油

石油の目標は非常に低く， 1985年の目標 62000"-'645∞万トンは， 第 10次 5カ年計画

の当初目標と同じものである。ブレジネフ報告にもあるように，燃料としての石油の範約

をはかり，化学工業家料として石油の用途を眼定して石油資諒を温存する方向が明確であ

るO また西シベワアでの産油量吾標は 38500万，，-，39500万トンで全ソの約 62%に高められ

ようとしている 185% なお，プレジネフ報告によると西シベワアの開発にあたって，省庁間

の活動の不謁整を克殺するために，最近，西シベロア石油・ガスコンプレックス発展開題

ソ連邦政府委員会と，所在地をチュメニ市としたソ連邦ゴスプラン付露各庁間地域別委員

会が設置された。

(3) 天然ガス

石油の温存政策に対して， 天然ガスは 1985年号標 6000"'-'6400信立方メートノレと 38"-'

47%増の大増産が計画されているO ブレジネフ報告も「経済的・政治的最重要課題」とし

104) Pa3BHTHe 9JIeKT予09HepreTHKH{3KOHOMH吠 CKa.Hra3eTa;地.12， 1981， CTp. 1-2. 

105) OCHoBHhIe HanpaBJIeHH冗 9KOHOMHtIeCKOrOH COIJ.HaJIbHOrO pa3BHTH兄 CCCPHa 1981-1985 

rO)l.bI H Ha nepHO)l. )1.0 1990 rO)l.a {3KOHO泌 ItIeCK銀問3eTa}M. 49， 1980， CTp. 13. 
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て位置づけているO また.カ。スパイプラインを 1980年の 13000キロメートノレから 1985年

十こは 180∞キロメートノレへと約40%増，コンプレッサーステーションを日80年の 1800万

キロワット/時から 1985年の 4300万キロワット/持へと 2.38語化が予定されている湖、

西シベリアでの生産は， 1980年計画目標の倍以上の増産を予定し (3300""3700患立方

メーわけ，全ソの 55%になる 10η。そして，パイプライン建設への一層の投資と西健から

の技術導入，製品輸入の拡大がすすむであろう。

このように西シベリアの役割がますます高められようとしており， プレジネフ報告は，

ひきつづく第12次 5カ年計画においても，これをエネルギー・プログラムの要としてい

るが，広大な領土と資源をもっソ連がその石油・天然ガスエネノレギーの過半を西シベリア

に依存するとし、う特異な持制がもっ問題点についてはのちに検討しよう。

(4)石 炭

石炭の生産目標は 1985年に7.7"，，8寵トンで，第 10次5カ年計画の目標すらも下まわっ

ている。第 11次5カ年計画ではカンスク・アチンスク炭田とエキバストウズ炭田の露天据

炭を利用した大火力発電所の建設を重要現するとともに，新しくブレジネフ報告で提起さ

れたカンスク・アチンスク炭田の石炭を使った液体撚料の生産が徹志的に検討される予定

である。石炭液化には液化費用がかかるため安価な石炭が大量に採掘されるところで，し

かも石炭の輸送距離がシベリア部炭田のなかで一番長いカンスク・アチンスク炭の液化が

吾標とされ，これについてソ連側が吉本に協力を打診してきている 108)としづ。

2年続きで減産の石炭産業がすでに分析したような諸困難をどう克服していくかは， 今

後のソ連石炭産業の行方を大きく左右するであろう。

(5) エネルギー節約と工業卸売価格の改定

第 11次 5カ年計画では資源節約課題が一層きびしく諜せられている。富民経務全体で

壕準燃料にして l憶6000万トンから 1寵 7000万トンを節約し，機械製作工業と金属加工

工業では鏑材の泊費率を少なくとも 18%から 20%，鋼管のそれを 10%から 12%，非鉄金

屠圧延材のそれを 9%から 11%引き下げることが予定されている 10旬。そして， こうした

エネルギ一節約を促進する効果をねらって，採掘費用が急速に上昇している東燃料の卸売

錆格の引き上げをふくむ工業卸売価搭の全冨改定が1982年 1月に予定されている。

第 7章 ソ連エネルギー問題の所在

(1) 総括一一ソ連エネルギー障題の所在

ソ連のエネノレギ一問題は， L.ディーンズがのべているように， 1"西側で経験したものと

はやや異なる。国家の安全や戦略的位置がおびやかされるもので誌なし、。しかし，エネノレ

106) Pa3BHTHe ra30BO誌 npOMhlmJIeHHOCTH(3KOHOMH聡偲級 ra3eTa)地.13， 1981， CTp. 2. 
107) (3KOHO制攻αa1lra3eTa)持.49， 1980， CTp. 13. 
108) W 13 本経済新開~ 1981年3月11日付。
109) OCHoBHhle HanpaBJIeHH完 9KOHOMHQeCKOrOH COUHaJIbHOrO pa3BHTl硯 CCCPHa 1981-1985 
ro.ll誌 HHa rrepHoぇ.llO1990 rO.lla相手aB.lla)28中旬戸.71111981， CTp. 3. 
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ソ連のエネノレギー開題

ギー供拾の遥正な成長への手だてを欠いたため問題がおきているJllO)。

これまでのエネルギー源別に検討してきたところから， ソ連エネノレギー問題の所在をつ

ぎのように整理できるであろう。

第 1は，採掘産業の特殊性であるエネルギー源の消尽性と開発条件の悪化を軽視した，

新規炭田，浩田，ガス回開発の遅れである。

第 2に，とくに石油産業にみられるように，輪出にふりむけるための過大な生産目標で

ある。そして， ドリル，パイプは輪入依存しなければならない「原黙料輸出，技術導入J

とし、う現在のソ連の貿易講造と産業技結水準の問題である。

第 3に，経済制度の問題であるo O.ポレタエフによれば， 現在のソ連で鉱物資源の完

全利用がすすまぬ原因は，①企業関・省JT関の謁整が不十分，②利用計画の不足，③廃物

利男にさいして，廃物が量的に不足，④価格説度，@経済的刺激がなし、にあるという 11九

ここで指摘されているうち，エネルギ一価格制度，エネルギ一節約問題，環境問題につい

てくわしく検討したい。

(2) エネJL-ギー価格問題

ソ連のエネルギー儲揺は， 1967年の価格改定で，ガスと石油価格はそれまで利潤控除で

あった地代，探査費用，資本負担をふくむようになり 1123，同時に地域別館務がみとめられ

るようになった113% それとともに，発電用炭化水素の地域価格は機会費用価格，つまりよ

り劣る燃料tこによってそれを代替する費用に近似された114h こうした結果， エネルギ一

価格がひきあげられ，アメリカ誕の推定では 1967r-.-1975年間に9.9龍標準燃、料トンが節

約されたという 115% さきの値格改定のさい， 原油価格は石炭とのカロリー比較で決めら

れた。しかし石油は撚料としてではなく，原料として代替極倍をもっており 11ペ炭化水素

の便利さを完全には反挟しておらずは円 高い生産性の井戸のみを掘ることを促進する欠

点があると指擁されている 11830

現行エネルギー舗格制度の問題点は，なによりも最近の採掘条件の悪化，採掘費用の増

大とし、う事態を反映しない価格になっているところにある。この問題を検討した B.E.オ

ルロフはつぎのようにのべている 119% エネルギ一部門の生産物極格は社会的必要支出を

反映していなし、。シベリア部への中心地移動と，古い採掘地の条件悪化のため採掘支出の

110) L. Dienes， Modernization and energy development in the Soviet Union， Soviet GeograPhy， 
Vol. XXI， No. 3， 1980， p. 121. 
111) n. nOJIeTaeB， Pa3BHTHe 9KOHOMH悶 H9KOJIOI'HH (日JIaHOBOeX03品目BO)地.12， 1979，釘P
60-68. 

112) L. Dienes and T. Shabad， 0ρ. cit.， p. 231. 
113) R. W. Campbe 11 ， Trends in the Soviet Oil and Gas Industny， Baltimore & London， The 

Johns Hopkins University Press， 1976， p. 35， 68. 
114) L. Dienes and T. Shabad， op. cit.， p. 231. 
115) W. T. Kelly， E宜ectsof the Soviet price reform of 1967 on energy consumption， Soviet 
Studies， Vol. XXX， No. 3， 1978， p. 4∞， Table 4. 
116) D. Park， op. cit.， p. 146. 
117) L. Dienes and T. Shabad， op. cit.， p. 233. 
118) D. Park， op. cit.， p. 146. 

119) B. E. OpJIOB， 0蕊eKOTopHXBonpocax 9KOHOMHKH OTpaCJIe長TOnJIHBHO・CbIpbeBoroH 9Hepre-
THQeCKOI'O KOMnJIeKCa (φ耳目aHCI:逗 CCCP)泌.8， 1979，口p.18-22. 
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吉田文和

増大によって，石油 1トン当り採掘費は， 1965年にくらべ 1979年は1.5告となり， 石炭

は1.2倍となった。 1980年の計画によれば，石炭地費探査支出46寵ループノレのうち， 27 

寵ノレーブ、ノレが企業の生産費用として計算されていなし、。また石炭産業の利潤が不足してい

るので， 1979年の計画では 22龍ループんが補助金として経済刺激基金， 言十画支出に使わ

れている。これらを価格に反映させて燃料の館約を刺激すべきであるとし寸。

石油も採掘条件悪化を克服するための投資が大きく，このままでは大幅な損失が出るた

め価格水準をあげ，ガソリンと化学原料を一層多くつくることを刺激しなければならない

という o 天然、ガスの倍搭は，熱換算で電力の7分の 1になっているけれども，これはガス

の浪費につながる。 B.E.オルロフによれば，石炭:ガス:線料油=1∞:95 : 112という
現在の椙対倍格は，石炭の相対的埋蔵量の大きさを考憲して，石炭を安くして， 100: 120 

: 130とすべきであるとL、う。

また， r.タラソフによれば，現行制震は限られた水，土地資源や環境保護支出を計算に
入れておらず，これを計算に入れれば西部シベリア傑の費用が高くなり，極東シベ Pア側

が有利となるという 120)。 ここで詣擁されている環境保護， 土地回復費用を入れた新語格

制度は， 1982年 1月からの改定でとり入れることを検討中であるという 121)。

以上検討してきたエネルギ一価格制度問題は，すでにみてきたシベリア開発の統一的管

理鎖度の問題，経済的事i激の改善問題とあわせて，現在のソ連の経済制衰のかかえる基本

的課題の一つである。

(3) ヱネJL.ギ一節約問題

経済制震の非効率性のあらわれは，エネノレギー浪費の問題であるoC.ヤトロフと A.ピ

ャトキンによれば，エネルギーを節約する方が新たなエネノレギーをとち出すよりも 2-----3倍

安くすみ， しかも環境問題という点からいっても，標準燃料 1トンの節約で，汚染物質排

出が 30'"'-'50キログラム誠少するという 12230 とくに現在のエネルギー多消費産業である鉄

鍋業，セメント産業などの単位生産高当り燃料消費の増大と，自動告u街]のない!日型ボイラ
ーの使用による熱効率の悪さが問題であるという 128%

エネノレギ一節約を行なっていくうえでは現在の企業管理観震上の開題が多し、。たとえ

ば，火力発電企業は生産自標を達成するために節約を行なわない額向があり，麓約が火力

発電企業に利益となるようにすることが必要であるといわれている 124%

(4)環境問題
エネルギーの開発と利用にともなう環境破壊問題も重要な段階に来ている。石炭露天掘

による土地破壊，石炭火力発電による大気汚染，石油採掘による地下水汚染，天然方、スパ

120) r. TapaCOB， KOMIIJIeKCHOe pa3BHTHe ，lJ.aぁ HeroBOCTOKa (口JIaHOBOeX03誠 CTBO)地 11，
1978， CTp. 46-53. 
121) L. Dienes and T. Shabad， ot. cit.， p. 233. 
122) C.針pOB，A. n釘 KHH，3争中eKTHBHOCTbHCIIOJIb30BaHHs TOIIJlHBHO・9HepreT閉 ecKHXpecypcoB 
<nJlaHOBOe X03見詰CTBO)地.2， 1979， CTp. 8-17. 
123) C. OpyえiKeB，Eepe可bIIPHpO瓦ま王国首 ra3<口J1aB，lJ.a)18 HO兄op克 1979，CTp. 2. なお， ソ連のエ
ネ fレギ一関連技術全駿について験討したものとして.R. W. Campbell， Soviet Ener gy Techno-
logies (Indiana U. P. 1980)がある。
124) M. CeHeHywKHH， Kor，lJ.a 9KOHOMHs… (3KOHOMH現 CKasra3eTa)地.21， 1980， CTp. 4. 
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ソ連むエネノレギー問題

イプライン建設による森林破壊などはすで‘にふれた。とくに西シベリアへのエネルギー依

存度が高まるにつれ，この地域の環境採全問題が重要となっている。

H. f. フェイチェリマンによれば，西シベリア北部は，かつて人間の影響を受けなかっ

た(あるいはほとんど受けなかった)ため，外部からの影響に対してきわめて弱く，抵抗

力がなく，自己浄化能力が劣っているO 西シベリアには，石油とヵ-ス以外の天然資源であ

る森林，泥炭，毛皮，魚類， トナカイ，地熱水が豊富に存在しているが，石油・ガス開発

のためにこれらに対する保護が十分でなし、。石油・ガス開発立大気と地下水を汚染する。

1リッターの石油は 100万リッターの水を汚染するのに十分な量である 125h

西シベリアのエネルギー依存度の増大は，環境保全への配患が払われないばあいは，酉

シベリアの資源と環境の「収奪的J，I"放棄的」利用をひきおこすことが十分予挺される 126%

この面においても「社会主義の優位性Jがますます関われて〈るのである。

(本研究は文部雀科学研究費一般研究B昭和55年度課題番号545048170年代のコメシ国際分業の現

状と 80年代の展望jく研究代表者:望月喜市〉による研究成果の一部で、ある〕

Energy Question in the U. S. S. R. 

Fumikazu YOSHIDA 

The energy question in the U. S. S. Iミ isnot a question of import dependence. 

As L. Dienes puts it， the energy question in the U. S. S. R. is basically one of the 

location and distance of resources. This paper will analyse the situation of coal， 

petroleum， natural gas and nuclear energy development and production. 

(1) Coal production in the U. S. S. R. has fallen behind schedule as shown by 

reports published in 1979 and 1980. This decline was due to the failure of Siberian 

coal production to make up for the losses in the Donetsk Basin. The declines in 

the Donetsk Basin were caused by di伍cultmining conditions， mine depletions and 

the failure to enlarge mining capacity. The reduced Siberian coal production can be 

attributed to shortages of labor and funds， especially government postponement of 

making essential infrastructure investments. Expansion of rail capacity or high噂voltage

electricity transmission is also essential to the distribution and use of Siberian coal 

in the European districts of the U. S. S. R. 

(2) In recent years， petroleum production in the U. S. S. R. has shown sub-

stantial reductions. Some of the reasons behind the lapse are the lack of su缶cient

exploratory drilling and high-quality drill bits and better quality pipes. Also， the 

125) H. r.φe員TeJIbMaH，OCHoBHble rrp06JIeMbI KOMrrJIeKCHOro pa3BHTH兄 3arra，QHO註CH6HpH(Borr・
pOC泌 9KOHOMHKH)泌.8， 1978， CTp. 28-30. ソ連東欧貿易会 Fシベリア開発の諮問題.Jl1980年，
168-169ページ邦訳参照。
126)拙著 F環境と技術の経済学i青木書詰.1980年，第5章参票。
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excessive use of the water injection method lowered the ultimate output. 。Since1975， natural gas production in the U. S. S. R. has shown a period of 
particular1y rapid growth. The increases in gas exports are expected to∞mpensate 
for the decline in oil exports. However， crucial problems such as shortages of 

equipment and lack of technology for deep drilling must be solved. Skilled labor， 
especially pipeline crews and servicing personnel are needed. All of the gas exported 

to Western Europe is in exchange for deliveries of large 1220--1420 millimeter 

pipelines and a gas compressor station. 

(4) A high degree of priority is given to the construction of nuclear power 

stations. The European part of the U. S. S. R.， in particular， is short of energy. 

The 11th Five-year Plan proposes that the amount of electricity generated by nuclear 

power be tripled. 1n the future， nucledr power plant safety and the disposal of 

nuclear wastes will come under discussion. 

Generally speaking， the reasons behind the reduced development and production 

of energy resources in the U. S. S. R. are reflected in the following three points. 

First is the delay to open new coal basins and petroleum and gas deposits， which is 

attributed to the government's under-evaluation of the principal needs and features 

of the mining industry. Second， due to di伍cultiesin the foreign trade structure and 

the inadequate level of technology in the U. S. S. R.， petroleum accounts for 50 percent 

of all Soviet hard-currency earnings. 

must import drilling and pipe devices. 

廷owever，imbalances remain as the Soviet 

Third is the question of economic systems 

in the U. S. S. R.， in which 1. the energy pricing system does not reflect socially 

necessary expenditures， which are rising sharply; 2. energy conservation is not well 
stimulated by management systems; and 3. environmental disruption， especially in 

West Siberia， is accelerated by energy development. 
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